



 ─ メガソーラーと地域との共生に着目して ─ 
Genealogy on Natural Energy Ordinances through Local Governance: 
A Focus on Symbiosis Environment between Mega Solar Power Plant and 











































































































































月に実施され、「発電所設置数上位 3 県の北海道・福岡県・兵庫県にある施設 126 ヶ所」
を対象とした。事業者の本社所在地から類推した県内・県外区分別の属性は表 4–1 の










FIT 制度運用開始以降 2016 年末までに運転開始（運開）した再エネ発電設備は、運
用開始前の約 1.6 倍に相当する 3,366 万 kW に達した。FIT は再生可能エネルギー普及
を目的に、送電網へのアクセスと電力の長期売買価格を発電事業者に保証する制度で、
2012 年 7 月に施行された （7）。
表 5–1 は年度別・電源種別の実績値を示したものだ。認定容量に対する運開容量
は、約 1/3 にとどまっており、太陽光発電が認定量・導入量ともに全体容量の 9 割以
上を占めている。図 5–1 は表 5–1 に基づき、FIT 導入前後別・電源種別累積導入容量
を表している。FIT 導入前には非住宅用太陽光発電と中小水力発電が中心電源であり、
図 4–1　メガソーラー事業の業種別参入状況（2013 年 9月末稼働済 326 件・容量 686MW）
出典：山下英俊（2014） p.139
表 4–1　メガソーラー事業における本社所在地別・出身業種別属性分類














































当初の 40 円 /kW という高目の買取価格は、「とくにメガソーラーへの内外の投資
を呼び込み」「一種の太陽光バブルが発生した」。「広く、安く、一定の光量が得られる
土地への投資プロジェクトが進んだものの、実際の太陽光発電設備は、中国製などの
表 5–1　再生可能エネルギー発電設備の導入状況　2016 年 12 月末現在
出典： 資源エネルギー庁　2017b　「再生可能エネルギーの大量導入時代における政策課題について」を引
用 （8）










ないからである。太陽光発電が FIT 制度に全導入容量の 90％を超える予期しなかった
歪な状況は、こうして形成された。
（3） 2017 年改正 FIT 制度の概要





念を表明した。2015 年 3 月末における再エネ発電運開規模は 3,936 万 kW へ拡大して
おり、FIT 制度の導入が始まった 2012 年 7 月時点の規模 2,060 万 kW に対して約 1.9
倍の拡張を果たしていたが、その増加分の 97％を太陽光発電設備に依存していた。




た。新 FIT 法が成立した 2016 年 6 月時点で、FIT 認定済容量 8,486 万 kW に対して接
続申込済容量は 6,753 万 kW であった。
新法では 2017 年 3 月末までに接続契約を締結しない案件は失効することになり、
9 ヶ月の標準処理期間を考慮すれば、2016 年 6 月末時点に未だ接続申込みがなされて
いない約 1,700 万 kW の容量が、新法が施行される 2017 年 4 月に失効した。太陽光発
電の場合、新認定制度に沿った許認可手続は図 5–3 に従う。
もっとも重要な変更点は調達価格（買取価格）の確定時期に関する制度設計である。
政府は既に太陽光発電に対しては 2015 年 4 月以降、調達価格の決定時期を接続契約締
結時に同期し、運開も接続契約上の受給開始日を期限とするように改めていた。今般
の改正 FIT 法は太陽光以外の電源についても同様な条件を規定し、さらに 2016 年 8 月
以降に接続契約を結んだ太陽光発電については、10kW 未満の容量については、1 年を
経過しても運開に至らなければ自動的に認定は失効し、10kW 以上の事業では 3 年を
経過すれば、買取期間がその経過期間に応じて短縮される。
表 5–2　非住宅用メガソーラー発電FIT 認定買取価格
税抜 10kW～2,000kW：調達期間 20 年間
年　度




（7/1 以降） 2016 2017
価　格






















図 5–3　新 FIT 認定制度に基づく手続フロー











6–1 が示している。したがって 2012 年以降に出現し始めたメガソーラー設置をめぐる
地域係争案件の解決に資する経験知の蓄積は、ほとんど皆無であった。
続いて時系列的に係争原因の傾向を考察する。図 6–1 は山下が分類した係争理由に













年 新規稼働数 容量（MW） 運転終了 削減容量（MW）
累積設備容量
（MW）
2001 1 1.775 0.000 1.775
2002 0 0.000 0.000 1.775
2003 3 4.460 0.000 6.235
2004 1 1.014 0.000 7.249
2005 1 1.200 0.000 8.449
2006 4 8.270 1 1.330 15.389
2007 3 7.280 0.000 22.669
2008 3 5.007 2 3.905 23.771
2009 1 1.000 0.000 24.771
2010 10 17.523 5 10.050 32.244
2011 26 74.620 5 10.050 89.341
53 122.149 13 25.335
















出した条例の発案が続出した。2012 年に入り FIT 法の施行を前に、自然資源を多く抱
え機会創出に敏感な自治体は、何よりもまず事業を立ち上げようとする事業主体に対
して支援を表明し、再エネ市場の創設に関心を寄せたことが窺われる。











2012 年から条例の特徴を時系列的に辿ってみると、ある傾向に気づく。図 6–2 は、












補助額の約 1/3 に相当する上乗せ補助を開始し、2015 年度末には 2,431 件（発電導入
量 10,922kW）の実績を上げた。他方「2007 年には景観法に基づく景観行政団体とな
り」、「富士宮市富士山景観条例を施行し、富士山景観をはじめとする市内の豊富な景




















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































する工作物に指定し、2013 年 7 月に「景観法に基づく設置時の市への届出と市からの
勧告の対象に加えた（山川俊和・藤谷岳 2015、pp.6–8）。しかし市の施策は、景観法と
いう既存の法律を持ち出して、ローカルな施行規則の最小限の改正を加える行政手続
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士山等の景観や自然環境との調和を図る」



















出手続 （国土利用計画法） 市町村 建設部局




道路の占用許可手続 （道路法） 国・都道府県・市町村 道路管理者窓口

























る届出手続 （土壌汚染対策法） 都道府県 環境部局






















面積ではなく、付随設備敷設域を含む全区域が 1,000m 2 以上、出力 50kW 以上の事業


































（4） ドイツの首都ボンを本拠地とする World Wind Energy Association ＝ WWEA （世界風力エ
ネルギー協会）は 100 ヶ国に 600 以上の会員数を擁する非営利組織である。福島原発事故















（6） 2015 年 7 月 10 日「櫻井あかね氏の学位授与申請に係る審査報告書」龍谷大学政策学研
究科学位審査委員会公開文　http://opac.ryukoku.ac.jp/webopac/dk_203_003._?key=TP 
DIVQ  2017/08/08 アクセス






pdf/001_03_00.pdf  2017/08/01 アクセス












017_01_00.pdf  2017/08/09 アクセス
（12） http://www.meti.go.jp/meti_lib/report/2013fy/E002502.pdf  2018/08/12 アクセス












 ・対象設備 : 太陽電池モジュールの合計面積が 1,000m 2 を超える太陽光発電や、高さ 10m
を超す風力発電
 ・ 第 9 条届出 : 事業者は事業に着手する 60 日前までに定められた事項を市長に届出ること
　提示添付資料には自治会説明会報告書や近隣関係者説明報告書を含む





 ・ 第 9 条 3 項同意 : 事業者は事業の施行又は施行中の事業を変更するときには、市長から同
意を得なければならない
 ・ 第 10 条同意の制限 : 市長は抑制区域に展開されようとする事業に対しては同意しない











（16） http://www.city.fujinomiya.lg.jp/municipal_government/llti2b0000000w33.html   2017/08/ 
20 アクセス








は 97 万 5,000 キロワットで、14 年度の 64 万 6,000 キロワットから 1.5 倍に上昇している。
県エネルギー政策・ICT 活用課によると、昨年 12 月現在で出力 50 キロワット以上の施設
は県内に 868 件あり、うち 205 件を出力 1,000 キロワット以上のメガソーラーが占めてい
る。毎日新聞三重版 2017/6/23 紙面より
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